
みらいの県土研究会 地域部会 開催状況報告

令和７年２月2１日
第６回 みらいの県土研究会

資料１
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静岡県 交通基盤部 技術調査課

・地域部会の概要等
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趣 旨
みらいの県土研究会を各地域でも開催し、地域で異なる状況に応じた建設発生土
の適正処理を目指す

概 要

各地域の実情に応じた最適な建設発生土処理の実現に向けて、みらいの県土研究
会地域部会を各土木事務所管内単位で令和６年12月に計８回開催した

地域部会では、各地域の関係事業者、砕石事業者、発生土処理事業者、市町及
び県土木事務所等の関係者間で情報を共有した

みらいの県土研究会 地域部会 開催状況報告

下 田 熱 海 沼 津 富 士 静 岡 島 田 袋 井 浜 松

開 催 日 12/11 12/16 12/5 12/16 12/3 12/12 12/9 12/23

出席人数 19名 16名 32名 23名 24名 24名 27名 28名
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みらいの県土研究会 地域部会で出された主な意見

1‐① 設計書に発生土の処理施設を指定しているが、工事段階で搬出できないケースがあるため、設計段階で
確実に受入れできる搬出先を指定して欲しい。

1‐② 静岡県のリサイクルの原則化ルールについて、処分場（有効利用）の位置付けが不明瞭であるため
改善が必要。

1‐③ 発生土が数ｍ３の小規模工事において、土質の証明などがなければ受入れてもらえない処理施設
もある。

1‐④ 河川工事の仮設搬入路で流用土を確保出来ない場合は、新材を利用しているが、土砂をリース
して再利用するような仕組みがあればありがたい。

1‐⑤ 県で実施しているSSM等の運用について、各市町の実務担当者まで浸透するようにお願いしたい。

1‐⑥ ストックヤードを整備しておくことで、災害ごみのストック場所としても活用できる。

1‐⑦ 受入価格や搬入時の処理に影響するため、設計書には、ただ処分費を計上するのではなく、
想定している土質区分の明確化をお願いしたい。

１ 設計積算等に関する主な意見

２ 砕石等に関する主な意見
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2‐① 建設発生土等を活用した新たな製品の開発や研究等にあたり、声を掛けてくれれば協力する。

2‐② 単粒砕石の製造過程で余剰製品として切り込み砕石や0‐40砕石が製造され、建設発生土を利用して
いる影響で出荷できず自社処分している。0‐40砕石は良質であるため、強度の必要な路体や路床等への
使用を検討して欲しい。

2‐③ 再生砕石の利用量が減少し、現在、東部・中部地区でコンクリート殻、アスファルト殻の瓦礫類の受入れ
が出来ない状態である。テトラポットなどの無筋コンクリートでの活用を検討して欲しい。

2‐④ 現場発生土と0‐40砕石などの２種混合を行って利活用すれば、改良土と新材の問題が解決するのでは
ないか。

みらいの県土研究会 地域部会で出された主な意見
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資料２

・各地域部会で出された主な意見
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● 発生抑制

・林道工事では、切土は路体盛土材、作業用施設の盛土材、補強土壁の中詰め材などとして利用している。(農林)

・駐車場施設の整備では、現場内で土質改良を行うことで、発生土を低減する対応をとった。（市町）

● 利活用促進

・河津町内と東伊豆町内に各２箇所で伊豆縦貫道の発生土を活用した農地の基盤整備の計画を調整している。（農林）

・南伊豆町内での農地の基盤整備については、伊豆縦貫道の発生土を入れる計画と同時に下田土木からの発生土の利用調整を

進め、早期の事業完成を図りたい。（農林）

・町でストックヤードを持っていて、小規模の発生土はそこに入れている。（市町）

・建設発生土は、民間の農地造成に搬出して処分している状況。（市町）

・町で５～10年の受入れが可能な最終処分場を整備し、令和６年８月から受入れを開始した。（市町）

● 課題・意見

・地形が急峻で、有効利用できる現場が少なく、有効利用率は低い。（土木）

・港湾の浚渫土については、盛土基準に合致しないため、海洋投棄で対応しているが量に制限があり苦慮している。（土木）

・農地の基盤整備では、第４種に分類される耕作土が貴重な土であるため、情報があれば調整を図らせて頂きたい。（農林）

・維持管理をメインに行っているが、比較的小規模な工事を行っている中でも発生土の処分に課題がある。（市）

・民間の受入れ先の減少が想定されるため、町としても処分場の確保を検討したい。（市町）

・民間でストックヤードを運営することが難しくなっているため、各市町に公営のストックヤードがあればありがたい。

（建設業協会）

・西伊豆の河川掘削で発生する石は、ストックヤードがあれば多自然護岸等に有効利用できる。(建設業協会)

・現在、最終処分場として運営しているが、埋立て完了後に登録ストックヤードと土質改良プラントの計画を考えている。

（処理事業者）

下田地域部会で出された主な意見
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● 利活用促進

・ＳＳＭを使用し、熱海土石流災害で撤去した土砂の受入れや、沼津市工事の建設発生土の受入れを行った。（土木）

・ＳＳＭを使用し、1,000 m3のマッチングができた。（建設業協会）

・熱海市内に処分場適地が無いため、函南町で盛土事業を行って建設発生土の受入れを行ってきた。（建設業協会）

・隣接する伊豆市に採石場跡地を受入地として新たに開設したので、活用してほしい。（砕石業組合）

● 課題・意見

・県工事の発生土は、管内（熱海・伊東市内）に処理施設が無いため、対応に苦慮している。（土木）

・発生土の処理施設がひっ迫しているため、市内で何ヵ所かの適地を探している。（市町）

・搬出先から持ち込できる業者が限定されており、搬出先が確保できない業者もおり、苦慮している。（市町）

・市内に盛土工事が無く、水道管の布設替え工事で出る建設発生土の処理に困っている。（市町）

・伊豆半島には特有の事情があり、一般論で検討している内容は適用できない。（建設業協会）

・熱海土木管内は民間投資が盛んであり、民間工事からの建設発生土量を含めた検討が必要である。（建設業協会）

・熱海市は、占用工事の埋戻しは新材指定となっているため、リサイクル材の使用が少ない。（建設業協会）

・建設発生土を長期間、継続して使用する新たな事業を計画してほしい。（砕石業組合）

・熱海土木管内に採石場が少ないため、官民一体となって採石可能な場所を探して整備すれば、新材の枯渇問題や最終処分場

の確保に繋がる。（砕石業組合）

熱海地域部会で出された主な意見
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● 発生抑制

・中学校、公園の整備にあたっては、土砂の切盛がゼロになるように整備した。（市町）

● 利活用促進

・各班単位で土砂をストックする仮置場を展開することで、有効利用率が上がっている。（土木）

・大規模な圃場整備を令和８年度以降に計画している。（農林）

・建設発生土が関東ロームであったため、令和５年度より東部農林の圃場整備の現場へ搬出している。（市町）

・田畑の土として使用できるかの土壌分析検査を実施し、必要に応じ土壌改良を行って、市外の受入れ地に搬出した。(市町）

・造成工事の建設発生土について、熱海土木、沼津土木、東部農林と工事間調整を行った。（市町）

・昨年度より、市工事のＳＳＭへの登録を開始し、全工事を登録する取り組みを行うことで、庁内で情報の共有化を図り、

今年度は市の工事間で３件マッチングすることができた。（市町）

・町内で工事調整会議を何度か開催し、発生土の有効利用に努めている。（市町）

・町工事の発生土は、沼津土木、東部農林と工事間調整を行った。（市町）

● 課題・意見

・今後、整備する道路と河川の工事では、土質が悪くそのまま他工事で利用できない発生土が多くで出る見込み。（土木）

・発生土量は他の土木事務所より多いため、さらなるストックヤードや処理施設など検討していかないといけない。（土木）

・林道・治山工事からの発生土は、同意を得て、作業用施設を整備するために利用しているが、熱海の土石流災害以降、

受け入れに不安を持つ方が増えている。（農林）

・SSMへの登録を進めているが、他の市町での登録が進んでいないため、市町連携での調整が取れていない。他の市町に

対して、SSMへの工事情報の登録を行うように働き掛けを行ってほしい。（市町）

・処分場が近隣にないため、富士市、富士宮市、伊豆方面等に搬出しているが、運搬距離に課題がある。（市町）

・発生土の有効利用に賛成であり、天然のものを使用するなら、土質改良土を使用してほしい。（処理事業者）

・リサイクル出来ない土砂は、県外へ船で搬出している。土質改良土の利用率を上げて欲しい。（処理事業者）

・各市町から広域的なストックヤード整備を要望されているが、土を出す市町と使用する市町が異なるため、

使用する見込みがないと成立しない。まずは各市町単位で利用調整を行ってほしい。（土木）

沼津地域部会で出された主な意見
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● 発生抑制

・治山事業の発生土は現場内で完結が基本であり、現場外に発生土を出さないような検討をしている。（農林）

● 利活用促進

・田子の浦港の浚渫土砂のうち、砂と砂利は養浜工事に利用し、シルト系の細粒分は、国交省の砂防事業により発生する砂礫

と混合して、近隣の公共工事への流用に取り組んでいる。（田子の浦港）

・盛土が必要な工事では、田子の浦港管理事務所の混合土や国交省の砂防事業により発生する土砂を利用している。

（土木・市町）

・国交省が毎年約4万m3の養浜工事を実施しているため、県工事の発生土利用について、今年度から試行を実施している。

（土木）

・土質や搬入時期の制限はあるが、沈下した水田の現状復旧に、今後数万m3の土砂が必要となる予定。（農林）

・下水道の管巻材は、新材より安価であるハイブリットサンド（リサイクル安定処理材）を利用している。（市町）

● 課題・意見

・市議会から最終処分場とストックヤードの確保に対する支援の提言があった。（市町）

・自然保護の観点から大規模な処分場は設置したくないが、必要性については理解している。（市町）

・有効活用する場所がない上、ストックも少量しか置けないので、最初から最終処分場に搬出している。（建設業協会）

・静岡市から最終処分場への受け入れが多く、地元業者の受け入れが制限されている。（建設業協会）

・民間工事では規制等により仮置きできず、利用できる土砂を処分している。（建設業協会）

・建設発生土の受け入れは富士市と隣接する市から行っているが、リサイクルができれば協力したい。（処理事業者）

・河川の浚渫土砂について、土質によっては改良しなければ受け入れられない場合がある。（処理事業者）

・リサイクルとストックヤードの事業が大々的に進むと、最終処分場の運営は非常に厳しくなる。（処理事業者）

・受け入れ価格の設定を安価としているため、発生土の搬入量が減少すれば価格を上げざるを得ない。（処理事業者）

富士地域部会で出された主な意見
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● 発生抑制

・農道工事を清水区内で２ヵ所行っているが、切盛ゼロで計画し、発生土が外に出ないようにしている。（農林）

● 利活用促進

・県工事からの発生土は、養浜材への利用や他工事への流用に努めている。（土木）

・新規の岸壁整備にあたって、NEXCO中日本と調整し、約４万m3の盛土材を受け入れた。（清水港）

・農地整備工事では、令和７～９年度に約25万m3の不足土が生じるため、土地改良区が土砂の受入れを行う予定。（農林）

・地すべりによる発生土は、中遠農林事務所で実施している森の防潮堤工事に有効利用した。（農林）

・掘削土を焼津市の防潮堤工事やSSMを活用してゴミ処分場の覆土、藤枝市の仮設工事などに有効利用した。（市町）

● 課題・意見

・遊水地の発生土は泥土が多く処分費が高いことから、遠方であっても改良して使用した方が安価であるため、ＳＳＭ等で搬

出先を探している。（土木）

・埋立護岸は、全体容量（約250万m3）の９割近くが埋まっており、残り30万m3の容量しか残っていない。（清水港）

・毎年、流出土砂の処理が問題となっており、根本的な解決を講じたい。（農林）

・理論上は、市内にも中間処理事業者が多くあるが、現実的に考えると静岡市内で処分できる状況ではない。

中間処理施設で再生材を造っても搬出先がなく、最終的には他市で処分している。（建設業協会）

・土質改良土は、40年前にも市内の多くの業者が取り組んだが、市場に受け入れられず辞めてしまった。（砕石業組合）

・中間処理施設の受入単価は、利用されなかった場合に処分するため、その費用分で高額となっている。（処理事業者）

・静岡市内の上下水道工事では改良土が多少使用されているが、その他中部地区での使用がほとんどない。（処理事業者）

・土質改良できない発生土は、島田（採石場跡地の埋戻し）、掛川（農地整備）の最終処分場へ搬出しているが、１日あたり、

大型ダンプ２回しか運搬出来ないため、距離と時間に課題がある。（処理事業者）

・土質改良土はほとんど民間工事で利用しており、公共工事では利用が進んでいない。（処理事業者）

・田子の浦港から発生するの浚渫土について、無償で民間工事へ搬出しているとのとことであり、東部だけでなく中部の方ま

で拡大することに対して非常に危機感を感じている。（処理事業者）

・災害時の発生土の扱いについて、長期的な視点を持って事前から検討しておくべき。（処理事業者）

静岡地域部会で出された主な意見
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● 発生抑制

・１地区あたり10haの茶園の基盤整備５地区と水田の圃場整備１地区を実施しているが、地区内の土砂の切盛で造成を行って

いるため、基本的に発生土は地区外に出ない。（農林）

● 利活用促進

・防潮堤工事、道路工事、空港等の盛土材として、建設発生土の有効利用に取り組んでいる。（土木）

・維持浚渫で発生する土は良質な砂であるため、浸食した海岸の養浜材として利用している。（御前崎港）

・茶園整備では、茶の植栽に適した土砂（約１万m3）の確保が課題となっている。（農林）

・管内の処分場で受け入れができない土砂は、SSMを活用して掛川市の防潮堤工事に搬出している。（市町）

・市で借用した場所をストックヤードとして活用している。（市町）

・SSMを利用して移動式改良機で土質改良を行い、年間で８万m3のうち、約7割を民間の造成工事に利用した。（処理事業者）

・採石場跡地を有効利用して、令和６年４月から公共から民間までの建設発生土の受入れを行っている。（処理事業者）

● 課題・意見

・河川の浚渫土を有効利用できないため最終処分している。（土木）

・港を拡張するための埋立工事を行う計画はない。（焼津漁港）

・今後、岸壁の増進事業により、浚渫を何万m3単位で予定しているが、今後も基準値以上のカドミウム等が出ると搬出先が

ないため、浚渫出来ない状況になる。（焼津漁港）

・港湾事業では、簡単に土砂を埋立に利用できるというイメージがあるが、現時点で埋立工事を行う計画はない。(御前崎港)

・工事間流用を一番に考えているが、土質や時期が合わないことが課題となっている。（市町）

・３、４種の発生土が多いため、有効利用でなくても受入れ可能な処分場に搬出している。（市町）

・市の技術職員に対して処分場や改良プラント等の現場見学会を開催し、認識を高めている。（市町）

・防潮堤関係の工事にも出荷したが、改良土を造っても売れる状況にいたっていない。（処理事業者）

・不良土を受け入れるには、改良後の搬出先を確保する必要があるため、早い段階で、受け入れ時期など事前相談して

もらえると準備ができる。（処理事業者）

・今後、SSMの利用促進で、良質土は再利用され、処分場の不良土の受入れ比率の増加が予想されるが、盛土条例等により

盛土の規制が厳しい中、矛盾が生じる。（処理事業者）

島田地域部会で出された主な意見
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● 発生抑制

・ため池の耐震補強の整備について、自走式土質改良機を現場に持ち込み、押さえ盛土を行っている。（農林）

・治山課の工事は、基本的に現場内利用を行っている。（農林）

・路床工などは、置き換えからセメント安定処理など発生抑制工法に方向転換している。（市町）

● 利活用促進

・防潮堤工事を進めており、第３種以上の土砂が約６万m3必要となるため、SSMに登録している。（土木）

・国道バイパスの事業用地を活用して、ストックヤードを整備し、ストック土は防潮堤の盛土材として使用する。（土木）

・港内の浚渫土は良質な砂のため、海水浴場の近くに入れている。（御前崎港）

・令和８年度までの防潮堤工事に約27万m3の盛土材が必要である。（市町）

・良質土は防潮堤、区画整理事業の造成の埋戻しに利用し、それ以外の土砂は砂利採取事業の埋戻しに利用している。（市町）

・下水道事業は改良プラントを利用し、最終処分を減らす取り組みをしている。（市町）

・建設発生土の受入れをしながら、広大農地を造る土地改良事業を受託している。（処理事業者）

● 課題・意見

・河川の浚渫は継続的に必要なため、防潮堤工事が終了すると最終処分場に搬出せざるを得ない。（土木）

・土の受入れが可能かという問合せがあるが、岸壁を拡げるために埋立を行う状況にない。（御前崎港）

・設計の段階で、発生土を減らす工法選定や町の他課と調整を行っている。（市町）

・処分場にストックヤードや改良プラントを併設することが望ましく、試験施工等は行政との連携が必要。（処理事業者）

・災害など、有事の際に24時間対応できるストックヤード、改良プラント、残土処分場を地域で実現したい。（処理事業者）

・近隣に最終処分場があるのに有効利用のために遠距離を運搬しなければならず、ダンプの手配に苦慮している。

（建設業協会）

袋井地域部会で出された主な意見
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● 発生抑制

・三ケ日の樹園地の区画整理工事の発生土については、地区外に出ないように計画している。（農林）

・治山工事では、基本的に発生土は現場内で処理する対応としている。（農林）

● 利活用促進

・浜名湖の浚渫土や河床掘削土等は、養浜材や築堤材等に有効利用している。（土木）

・事業の終盤であるが、良質な発生土は浜名湖海岸の防潮堤と命山に有効利用するように努めている。（土木）

・浜松市内の約８haの耕作放棄地の水田において、大規模な農地整備を進めており、約10万m3の客土が必要であり、浜松市

の工事等からの受入れを検討している。（農林）

・道路開設の４万m3の発生土は、３万m3を防潮堤に使用し、残りを改良し盛土材に使用した。（市町）

・浜松市の指定処分場（V=約13万m3）に携わり、令和3年度から受け入れ開始し、今年度完了予定。（関係業者）

・SSMを活用して、約２万m3の改良土を製造し、民間工事へ出荷した。（関係業者）

・令和６年７月に許認可を受けた最終処分場では、耕作放棄地の水田を約５万m3の埋立てにより畑地転換し、地元の農業法人

が畑として活用する計画となっている。（処理事業者）

・令和６年11月から、浜松市工事の建設発生土の受入れを開始し、砂利採跡地の埋立てに利用している。（処理事業者）

● 課題・意見

・河川・砂防工事が多いため、第４種相当の発生土が大半を占め、有効利用に苦慮している。（土木）

・天竜区には県が運び込める処分場がないので、磐田や掛川の処分場に搬出している。（土木）

・湖西エリアは、袋井管内より地理的に愛知県の豊橋の方が近いので、搬出先の一つとして考えている。（土木）

・災害復旧工事の発生土は、受入れ地、仮置き場の調整にノウハウも無く苦慮している。（農林）

・市では処分場の設置・運営・管理をまちづくり公社と協定を締結している。（市町）

・最終処分10万m3は第１～３種は受入れ事業で対応し、建設汚泥は民間の処分場に搬出している。（市町）

・令和６年６月から500m3以上の土砂搬入と、1,000m3以上の土砂搬出する工事について、SSMを運用するよう全庁的な通知を

出している。（市町）

浜松地域部会で出された主な意見
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リサイクル原則化ルールの見直し

令和７年２月21日
第６回 みらいの県土研究会

資料３

静岡県 交通基盤部 技術調査課
14

リサイクル原則化ルールについて（現行ルール）

内容（発生土の取扱い）

■概要
・国は、平成3年10月に「再生資源の利用の促進に関する法律」を施行した。
・県では国で定めた「リサイクル原則化ルール」を基に、平成4年5月に県版を再編し、県が発注する
公共工事の積算にあたり、経済性に関わらず建設発生土の有効利用を優先した取組をすすめて
いる

建設発生土の取り扱いについては、経済性に関わらず、以下の①から⑤の順番で処理する
【処理する場合】

① 他の建設工事

② ストックヤード

④ 民間の最終処分場等

⑤ 受注者自己保有地

③ 土質改良プラント

15



♦ 現状
・ストックヤードと土質改良プラントでは、搬入された土砂を再利用する場合と
再利用しない場合がある

・最終処分場では、準有効利用する施設と処分が目的の施設がある

リサイクル原則化ルールの見直し

16

リサイクル原則化ルールの見直し

区 分 詳 細

建
設
発
生
土
の
最
終
処
分
場

①準有効利用する施設

他の工事現場(海面の埋立等)

採石場・砂利採取等跡地復旧

公共工事等以外での利用(農地等)

最終処分場覆土

売却

②処分を目的とする施設

廃棄物最終処分場(覆土以外)

ストックヤード等再利用なし

土捨て場・残土処分場

工事間利用

他の工事現場(内陸)

ストックヤード等再利用

土質改良プラント経由の工事現場

建設発生土の搬出先の種類

（建設副産物情報交換システム（COBRIS）に建設発生土の搬出計画情報を入力する際の搬出先の種類）

17



リサイクル原則化ルールの見直し
（１）建設発生土の取扱いの検討

【建設発生土を処理する場合】

① 他の建設工事

ストックヤード（再利用）

民間の最終処分場等（準有効利用）

⑤ 受注者自己保有地

土質改良プラント（経由の工事現場）

ストックヤード（再利用なし）

土質改良プラント（再利用なし）

民間の最終処分場等（処分を目的）

「③土質改良プラント」と「④民
間の最終処分場」に有効利用
できる可能性があるのに、「②ス
トックヤード」で処分されてしま
う場合がある

「④民間の最終処分場等」に
準有効利用できる可能性があ
るのに、「③土質改良プラン
ト」で処分されてしまう場合が
ある

現行ルールのままだと...

②

③

④

混
在

混
在

18

リサイクル原則化ルールの見直し

♦ 見直しの方向性
・同じ種類の施設でも、建設発生土を再利用する場合と再利用しない場合を
考慮すべきではないか

・建設発生土を有効利用する際の処理する順番を見直すべきではないか

♦ 期待される効果
・建設発生土を処理する場合に有効利用が促進される

19



来年度の取組方針について

１ 第５回みらいの県土研究会後のアンケート

２ 来年度の取組方針について

20

令和７年２月21日
第６回 みらいの県土研究会

資料４

20

第５回みらいの県土研究会後のアンケート

21

１‐① 県が直営で運営する場合の規制法への対応等について適切にアドバイスをもらえる体制を整え
てほしい

１‐② 受入に際して、良質土と不良土を見分ける必要がある

１‐③ 地域ごとの発生量、利用量を整理し、将来動向を推計して設置すべき

１ ストックヤード整備計画①

• 規制法等への対応については、手引きを作成する予定です。また、今年度はこれまでに、技術相談窓
口に40件の相談がありました。今後も継続して取り組んでまいります。

• 受入れに際しての良質土と不良土だけでなく、現場から発生する土砂を第１種、第２種等と簡易に
判別する手法が必要であると認識しています。

• 地域ごとの発生量等の将来動向は、ストックヤードの設置だけでなく、利用調整を行う上でも必要であ
るため、新たに将来動向を踏まえて利用調整を行う場を設置する予定です。



第５回みらいの県土研究会後のアンケート

22

１‐④ 採石場は一般的に広大な面積で調整池や重機等の設備も整っており、ストックヤードに適した
高いポテンシャルを有する。採石場内にストックヤードを整備する場合は、盛土条例等の適用除
外にできないか。

１‐⑤ 改良土の利用促進をセットで考えることが重要

１‐⑥ 県が主導で整備し、市町の土も受け入れてほしい

１ ストックヤード整備計画②

• 県が土地をお借りして運営する場合は、事業主体が県となり、盛土条例の対象となりません。
また、採石場跡地を埋め戻すために設けるストックヤードについては、盛土規制法の適用除外となりま
すが、埋戻しのために場外から土砂を受け入れる場合は、盛土条例の対象となるか否か確認する必
要があります。
なお、別途、林地開発許可等採石場を立地する際の許可基準と整合を図る必要があります。

• 改良土の利用促進に向けて、現在、リサイクル原則化ルールの見直しを進めています。
また、改良土の理解促進を図るためには、現場研修会等が有効な手法だと考えています。

• 県が整備を進めるストックヤードは、搬出先が決まっている土砂のみを仮置きするための施設です。
利用先と仮置きの期間が決まっている市町工事から発生する土砂については、タイミングや受入量が
合えば調整を行うことが可能であると考えています。

第５回みらいの県土研究会後のアンケート

23

２‐① 地域部会によって課題の共有が進むと考える

２‐② 土質区分を工学的に判断できる人材は必要であるが、サンプリング手法、試験数なども決める
必要がある

２‐③ 「地域ごとの利用調整⇒利用できない場合は県全体で利用調整」のしくみも早急に整備すべき

２‐④ 発生土が利用量を上回り、供給過多の状態なので、新材の利用を回避する仕組みを作るべき

２ みらいの県土研究会での今後の取組①

• 地域部会については、課題の共有だけでなく、地域に必要な対策を具体的に検討する場となるよう考
えてまいります。

• 土質区分の判断について、地質業協会様に御意見を伺い、また、ガス事業者様の取組等について、
事例収集等を行っています。

• これまで事務所及び工事毎に利用調整を行うこととしていましたが、事業間で連携して利用調整を行
う場を設置したいと考えています。

• 発生土、改良土及び新材を適材適所でバランスよく利用していくことが理想です。そのため、引き続き、
各地域、各団体の情報共有を行ってまいります。



第５回みらいの県土研究会後のアンケート
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２‐⑤ 近隣市町と連携して取り組んでいきたい

２‐⑥ 隣接する地域部会との情報共有も必要ではないか

２‐⑦ 事例の紹介をお願いしたい

２‐⑧ 継続した取組をお願いする

２‐⑨ ストックヤードは「搬入超過による機能不全に陥ることを防ぐ」ために、利用調整がされた土砂だ
けを扱うことを周知徹底することが大事

２ みらいの県土研究会での今後の取組②

• 建設発生土を適正に処理できる環境の整備に向けて、各団体で連携して取り組んでいくことが必要で
です。そのため、団体間での情報共有を図ることを目的として、みらいの県土研究会を継続して開催し
てまいります。

• 地域部会については、今年度、土木事務所管内単位での開催としましたが、より連携がしやすいよう
開催単位を検討してまいります。

• ストックヤードの運営に関するルール等重要なことについては、引き続き、研究会で情報提供をしてまい
ります。

第５回みらいの県土研究会後のアンケート

25

３‐① 発注時に適切な処理施設を選択してほしい

３‐② 発注者指定でありながら、実際は受注者が処理先を探している等受注者の負担が大きい

３‐③ 公共工事だけでなく、民間工事も含めて考えていく必要がある

３ 建設業協会地区協会へのアンケート調査結果

• 発注に際しては、処理・処分費の見積をまとめた建設発生土処理一覧表を使用しており、適切な処
理施設が選択されるよう受入条件の記載等について見直しを行っていく予定です。

• 地域部会においても、発注者の指定した搬出先に搬出できなかった場合に、発注者が受注者のみに
搬出先を探させるという事例が報告されています。受発注者双方が協力して対応していくことが必要で
す。

• 民間工事については、発生量や搬出先を把握することが課題のひとつとして挙げられます。
国が行っている５年に１度の建設副産物実態調査では、民間工事を含めて建設発生土の量や搬
入・搬出状況が調査されるため、その結果を参考に検討していく予定です。



第５回みらいの県土研究会後のアンケート

26

４‐① 当地区は処分場等が近隣にあり、比較的恵まれているが、問題意識は持った方がよいと感じた

４‐② 研究会を開催しても問題の解決にはならない

４‐③ 土木事務所管内で見れば受入可能量が大きいが、市町単位で見れば状況は異なることを認
識してほしい

４‐④ 県、市町の職員でも危機感や意識にかなりの温度差がある

４ その他①

• 建設発生土を取り巻く状況については、担当職員の受け止めや、処理・処分施設の有無、発生する
土質等様々な要因で状況が異なります。

• 研究会に参加される方にとって、有益な情報を収集し、共有するように努めてまいります。

第５回みらいの県土研究会後のアンケート
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４‐⑤ 発生土と利用先を調整する専門のマネジメント会社が必要ではないか

４‐⑥ 小規模なストックヤードで再利用ができるのか疑問である

４‐⑦ 処理施設は営利事業として民間で運営しており、どこまで行政が関与していくべきなのか難しい
問題だと感じる

４‐⑧ 発生土を有効利用した結果、従来使用されていた山土や新材の出荷が減少する等影響が広
がっている

４ その他②

• まずは発注者が利用調整を行うことが必要だと考えています。これまでＳＳＭ等を活用して工事間で
の調整を進めてきましたが、今後は、まずは事業間で利用調整を行う場を設置したいと考えています。

• 小規模でも、土質改良プラントへ搬出するための時間調整を担う等適切に運営されているストックヤー
ドもあります。

• 有効利用を進める場合や県が処理施設を設置する場合には、民間事業者への影響を勘案し、丁寧
に検討していく必要があります。
なお、民間工事からの受入を行う処理施設では、借地料、防災工事費及び維持管理費に相当する
額を御負担いただくことも考えられるため、現在の民営施設よりも高額となることも想定されます。



来年度の取組方針について
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令和６年度の取組方針

29

方針１ 資源有効利用促進法の省令改正へ適切に対応

方針２ ストックヤード整備計画を元に、各土木事務所管内へのストックヤード整備を進める

方針３ みらいの県土研究会を各地域でも開催し、地域で異なる状況に応じた建設発生土の適正
処理を目指す

方針４ 建設発生土の最終処分場のあり方について検討

令和６年度の取組方針

［取組実績］
・ 省令改正に伴い、各団体へ説明や研修を実施した

・ 各土木事務所でストックヤードの整備が進められている

・ みらいの県土研究会地域部会を開催した

・ あり方を検討するための基礎調査として、今後５年間に、大規模に土砂の利用・搬出を伴う工事
を把握し、利用調整のシミュレーションを実施した。



第１四半期（４月～６月） 第２四半期（７月～９月） 第３四半期（10月～12
月） 第４四半期（１月～３月）

令和６年度の取組実績

30

【各地域での検討】
地区の状況を把握

み
ら
い
の
県
土
研
究
会
全
体
会

○
7/18

［建設発生土対策講習会］
5/22

○
6/26

＜静岡県建設業協会＞

[意見交換会]
８/21

アンケート調査
（各地区協会）

アンケート調査

＜静岡建設業協会＞

＜静岡県砕石業協同組合＞

＜処理施設運営事業者＞

アンケート調査

9/24

み
ら
い
の
県
土
研
究
会
全
体
会

２/21

[意見交換会]
1/22

地域部会

技術相談窓口（40件）

広報紙「みらいの県土」発行

12/11
～

12/23

大規模事業等基礎調査
（最終処分場のあり方検討の一環）

民営建設発生土処理設の状況

31

区 分 詳 細

建
設
発
生
土
の
最
終
処
分
場

①準有効利用する施設

他の工事現場(海面の埋立等)
採石場・砂利採取等跡地復旧
公共工事等以外での利用(農地等)
最終処分場覆土
売却

②処分を目的とする施設
廃棄物最終処分場(覆土以外)
ストックヤード等再利用なし
土捨て場・残土処分場

工事間利用
他の工事現場(内陸)
ストックヤード等再利用
土質改良プラント経由の工事現場

123万㎥

管 内 R4.7 R5.4 R6.4 R7.1 R7.1‐R6.4
下 田 29万㎥ 6万㎥ 0 1万㎥ ＋ 1万㎥
熱 海 9万㎥ 4万㎥ 2万㎥ 0 － 2万㎥
沼 津 ７万㎥ 12万㎥ 15万㎥ 20万㎥ ＋ 5万㎥
富 士 38万㎥ 20万㎥ 22万㎥ 21万㎥ － 1万㎥
静 岡 2万㎥ 2万㎥ 2万㎥ 2万㎥ 0 
島 田 198万㎥ 62万㎥ 60万㎥ 126万㎥ ＋66万㎥
袋 井 23万㎥ 19万㎥ 18万㎥ 19万㎥ ＋ 1万㎥
浜 松 3万㎥ 0万㎥ 1万㎥ 11万㎥ ＋10万㎥
合 計 309万㎥ 125万㎥ 120万㎥ 200万㎥ ＋80万㎥

建設発生土の搬出区分

建設発生土の民営最終処分場の管内別受入可能量

※上記とは別に下田管内(７万㎥)及び沼津管内(５万㎥)にはそれぞれ１か所県営処分場がある

204万㎥

R6.4 R7.1

リサイクル施設 3万㎥

① 71万㎥

② 49万㎥

3万㎥

② 51万㎥

① 150万㎥

民営建設発生土処理施設の受入可能量



方針１ 事業間で利用調整を行う場を設置し、さらなる有効利用を促進する

方針２ 地域部会は開催単位を検討した上で開催し、関係者間での連携を強化する

方針３ 発生土処理施設の性質や受入条件を明確にし、積算の適正化を図る

方針４ 土質区分を簡易に判別できる方法を研究していく

令和７年度の取組方針
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[長期的な課題として以下を認識］
・ 処分を目的とする最終処分場のあり方について、検討を深める必要がある
・ 民間工事から発生する建設発生土への対応について、実態把握を行う必要がある
・ 建設発生土の処理に伴う再生砕石等の利用への影響について、実態把握を行う必要がある

令和７年度の取組方針

第１四半期（４月～６月） 第２四半期（７月～９月） 第３四半期（10月～12
月） 第４四半期（１月～３月）

令和７年度の予定
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み
ら
い
の
県
土
研
究
会
全
体
会

地域部会事業間での
利用調整

個別の取組実施

令和６年度に実施した
シミュレーションをベースに

事業間での利用調整を実施

例えば
ストックヤードの必要性や
土質改良の有無を把握

連携して取り組む主体の調整
費用負担・時期等

官民で連携して
ストックヤードの運用

土質改良の実施・改良土の利用

発生土の利用についての
理解を深めるための研修会の実施

地域で取り組む内容の調整

技術相談窓口

広報紙「みらいの県土」発行

取組内容の
情報共有

今後の
取組方針

新たな取組へ向けた
実証実験


